
─ 61 ─

〔資　　料〕

新型コロナウイルス感染症がもたらした影響
ジェンダー平等と栄養改善の観点から

増野華菜子・近藤　哲生

The Impact of COVID-19 on Gender Equality and Nutrition in Japan:  
Literature Review

MASUNO Kanako and KONDO Tetsuo

The COVID-19 pandemic has highlighted the vulnerability of societies all over the world. In Japan, 
gender inequality has been an issue for a long time but there has been no significant improvement in the 
situation. During the COVID-19 pandemic, the suicide rate among women has increased. In the field of 
social epidemiology, gender is one of the non-medical factors that is a social determinant of health 

（SDH）. In this article, we review articles regarding the impact of COVID-19 on gender inequality in the 
context of SDH. Greater gender equality and better nutritional status are important to achieve SDGs.
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I．イントロダクション

社会疫学は，社会構造，社会制度，人間関係が健
康に影響を及ぼす仕組みを追求する疫学の一分野で
あり，この数十年の間に発展してきた比較的新しい
分野である1）。社会疫学の発展と共に，健康の社会
的決定要因（social determinants of health： SDH）が
注目されるようになってきた1,2）。健康の社会的決
定要因の具体例としては，居住地・収入・教育・雇
用状況・職場環境・社会参加・公共政策・医療への
アクセスなどが挙げられる1,2）。

2021 年 8 月末現在，世界中が COVID-19 のパン
デミックによる影響を受けている状況にある3）。
COVID-19 は，地域社会や国家に潜在的に存在し
ていた脆弱性や社会課題を浮き彫りにした。例えば
アメリカにおいては，人種や社会経済的状況によっ
て医療へのアクセスのしやすさに違いがあり，その

結果が COVID-19 による死亡率の顕著な違いとし
て現れたことが指摘されている4）。また，ジェンダ
ー平等の観点に立った場合，COVID-19 の影響下で，
主に女性における不利益が拡大したという研究結果
が世界各国から報告されている5-8）。これらの報告
で共通するのは，女性に対するドメスティックバイ
オレンスの増加，家庭内における無償労働（家事，

育児，介護等）の増加，雇用の不安定化，幼児婚の
増加，精神保健上の問題の増加である。

翻って日本の状況をみると，令和 3 年版の厚生労
働白書では，2020 年の年間自殺者数は 21,081 人

（男性 14,055 人，女性 7,026 人）と報告されている。
特筆すべきは，女性における自殺の増加であり，前
年に比べ 935 人（15.4％）の増加がみられた9）。日
本の人口動態データを用いて各年齢層の詳細な解析
を行った調査では，2020 年後半においては新型コ
ロナウイルス感染症流行前と比較して女性の全ての
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年齢層において自殺率が上昇していたことが示され，
その要因として家庭内における無償労働が増加した
こと，ドメスティックバイオレンスの被害者になり
やすいこと，経済的困難に立たされやすいことが示
唆されている10）。

なお，日本は男女格差を測る指標であるジェンダ
ーギャップ指数が長年にわたって低い値で推移して
いることが知られている。世界経済フォーラムの
2021 年の発表によると 156 か国中 120 位と先進国
の中では最低レベルであり，アジア諸国と比較した
際でも韓国や中国，ASEAN 諸国より低い結果とな
っている11）。同時に，日本においては諸外国に比
べて女性が家事育児を担う時間が男性より極めて長
いことが指摘されている。例えば，6 歳以下の乳幼
児を持ち夫婦ともに有職の場合の家事育児関連時間
の男女比は，2006 年から 2016 年の 10 年間におい
て約 5 倍で推移している12）。OECD 全体の平均で
は，家事育児に費やす時間の男女比は約 2 倍前後で
あり，突出した家事育児負担が女性にかかっている
のが日本の特徴である13）。これが文化特有の現象
であり短期間での変化が難しいものであるとするな
らば，日本に特有な健康の社会的決定要因のひとつ
と捉え，個人の頑張りだけに依拠するのではなく社
会全体でサポートする体制を整えることが喫緊の課
題である。

2015 年 9 月に採択された持続可能な開発のため
の 2030 アジェンダの中に，持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals： SDGs）として 17 の
目標が掲げられているが，2019 年の OECD の報告
書によると，日本は SDG5（ジェンダー），SDG10

（不平等），SDG11（都市）において課題があると指
摘されている14,15）［付録 1, 2 参照］。グローバル社
会における普遍的価値としての人権の尊重およびジ
ェンダー平等の視点を私たちひとりひとりが持ち，
身近な生活の中で実現させていくことは，「誰一人
取り残さない」ことを基本理念とし包摂性を基本原
則としている SDGs 達成に不可欠なものである。

こうした状況であることを踏まえ，本稿では特に
ジェンダー平等に着目しながら，COVID-19 がも
たらした社会状況の変化に関する論文を紹介する。

II．�COVID-19 蔓延に伴う生活習慣・食生活・
社会との関わりの変化

我が国においては，COVID-19 の感染予防対策
として不要不急の外出の自粛および在宅勤務が推奨
された。これらの対策がもたらす生活習慣・食生活
の変化に注目した研究（男性 1,842 人，女性 4,087 人，

合計 5,929 人対象）によると，緊急事態宣言発出前
（2020 年 1 月 1 日〜4 月 6 日）と緊急事態宣言期間中
（2020 年 4 月 7 日〜5 月 13 日）の食生活の変化を調査
した場合，緊急事態宣言期間中に育児時間が 1 日あ
たり 5 時間増えた群の野菜摂取量に注目すると，育
児時間が増えなかった群と比較した場合，1 か月当
たり 184 g 減少していた。詳しい分析では，育児時
間が 1 日あたり 5 時間増加しなおかつ女性である場
合は 220 g の減少，育児時間が 1 日あたり 5 時間増
加し 45 歳未満である場合は 271 g の減少がみられ
た。 このことから，女性および比較的若い年齢層
において生活習慣の変化が野菜摂取量に影響を与え
る可能性が示唆された16）。また , うつ傾向がみられ
た群では，そうでなかった群と比較した場合，1 か
月あたりの野菜摂取量が 324 g 減少していた16）。
果物の摂取量に関しても，同様の傾向がみられた16）。

また，うつ傾向に着目した研究によると，うつ傾
向の増大と有意に関連していた要因は女性であるこ
と，平日の歩行歩数の減少，勤務時間の増加であっ
た。一方で，在宅勤務になったことそのものは，う
つ傾向を減少させる方向に作用していた17）。運動
そのものが，その生理的・精神的な作用によりうつ
傾向に予防的に働くこと，自尊心や自己効力感を維
持する効果があることは多くの先行研究により示さ
れている1,17）。国内 39 市町村を対象とした大規模
コホート調査においても，社会参加が多くみられる
市町村では高齢者のうつ傾向の割合が低いことが示
されている18）。個人を取り巻くソーシャルネット
ワークの脆弱さと，ストレスや不安の増大には関連
がある16）。

これらの結果は，社会疫学に関して先行する海外
の研究結果と照らし合わせても矛盾が無い。海外の
膨大な先行研究では，脆弱なソーシャルネットワー
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クや社会的孤立は，うつ傾向，虚血性心疾患，脳血
管疾患，呼吸器疾患など様々な疾患のリスクを高め
ると明らかにしている1）。以上のことから，ステ
イ・ホームを推奨する際はいたずらに物理的な在宅
のみを強調するのではなく，健康の社会的決定要因
に広く配慮し，適切な運動の促進，ソーシャルネッ
トワークを維持し社会的孤立を防ぐ工夫，子育て中
の世帯に必要なサポート，健康的な食生活の維持が
可能になるような介入が必要であると考えられる。

食事や調理を誰かと共にする行為は，古来より，
極めて日常的かつ身近なコミュニケーション手段で
あり社会参加であった。しかしながら社会構造の変
化や生活スタイルの多様化に伴い，同居家族がいて
も 孤 食 が み ら れ る こ と は 珍 し く な く な っ た。
COVID-19 蔓延以前の孤食についての調査は，小
児においては肥満との関連，高齢者においては低栄
養やうつ傾向との関連を調べる目的で実施されるこ
とが多かった19-21）。COVID-19 蔓延後は，独居の
学生や会社員が友人や同僚と食事を共にする機会を
喪失したことにより，そこで醸成されるはずだった
ソーシャルネットワーク喪失との関連を調べる目的
も加わるかもしれない。これまで，小児や高齢者を
対象とした孤食やうつ傾向に関する調査研究は多か
ったが若年者を対象とした調査研究は稀である。前
述の通り，2020 年後半において女性の全ての年齢
層において自殺率が上昇していたことを考慮すると，
現 行 の 社 会 保 障 制 度 で は 包 摂 し き れ な い 群 が
COVID-19 によって顕在化した可能性がある。そ
のため，「乳幼児」「小児」「妊産婦」「ひとり親家
庭」「高齢者」「要介護」のような区分から漏れてし
まっているがサポートを必要としている世代や属性
を同定し，須らく社会的孤立を防ぐことを念頭に置
いた調査研究の必要性が高いと考える。

これら COVID-19 の蔓延により顕在化した課題
に関する解決策としては，孤立しがちな環境にある
人がソーシャルサポートを得やすい環境づくり，経
済的な自立支援，テクノロジーの活用などが挙げら
れる。また，前述したドメスティックバイオレンス，
女性特有の健康問題，自殺念慮などプライバシーへ
の配慮が特に必要な相談事にも対応できる窓口の拡

充が必要である。インターネットを活用したコミュ
ニケーションツールが社会に浸透してきたことは，
これらの課題を抱える人たちにとって相談の間口を
広げることに繋がっている。例えば，インターネッ
トやモバイルデバイスを活用した自殺対策の効果を
検証したメタアナリシスでは，これらの介入が希死
念慮を減少させるために効果的であったことが示さ
れている9,22）。また，心身の機能維持や地域社会と
の繋がり維持を目的としたオンラインサービスや無
償のアプリが自治体等から提供されている9,23）。
2021 年 2 月に内閣官房に『「孤独・孤立対策担当室』」 
が設置されたこともあり，今後の支援の更なる広が
りが期待される。

III．�COVID-19 蔓延化の日本におけるSDGs2
（栄養改善）およびSDGs5（ジェンダー平等）
の展望

SDGs は，具体的なターゲットや指標が相互に関
連し合うことにより，分野横断的で包摂的な取組み
を促す仕組みとなっている。この仕組みは，グロー
バル化した社会経済的状況や自然災害の規模および
それらの影響が極めて大きくなってきている現代社
会の実情に対応し得るもので15），互いに効果的に
作用することによって，ジェンダー平等，栄養改善，
メンタルヘルスケア，災害対策等複数の領域が並行
して達成度を底上げすることが期待されている。特
に日本は，ジェンダーギャップ指数が極めて低い，
世界で最も高齢化が進んでいる国のひとつである，
自殺率が高い，食料自給率が低く輸入に大きく依存
している，自然災害の発生数が多い等の社会課題を
抱えている8-11）。即ち，COVID-19 蔓延による生
活環境の変化や国際的なサプライチェーンの混乱に
伴い，SDGs の目標 2 と目標 5 で掲げられている栄
養改善やジェンダー平等に関するターゲットの達成
度が急激に悪化する可能性をはらんでいるといえる。
その一方で，それらの課題に関して産官学様々な分
野における知見やテクノロジーも蓄積している。そ
のため，これらの課題を克服し，その手段やプロセ
スを世界に向けて発信していく意義は大きい。
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IV．東京栄養サミットと国際栄養学会議

2020 年は，2013 年に開催されたロンドン栄養サ
ミットで示された栄養目標（Nutrition for Growth 

Compact）の最終年であった15）。世界的な栄養改善
の現状と課題を確認し，各国の今後の国際的取組み
の促進を目的とするため，2021 年 12 月に東京栄養
サミットが開催され，そこでは①健康： 栄養のユニ
バーサル・ヘルス・カバレッジ（Universal Health 

Coverage： UHC）への統合，②食： 健康的で持続可
能なフードシステムの構築，③強靭性： 脆弱な状況
下における栄養不良対策など 5 つのテーマが設定さ
れている。①に関して，適切な栄養へのアクセスは，
衛生的な水や安全な住居と同様，全ての人に保障さ
れるべき権利である24）。これらは，衛生的な環境，
教育，経済的自立，医療へのアクセス等と相まって，
各国の 5 歳未満児死亡率などに反映される24）。栄
養が UHC に統合される見通しになったことは，
SDGs2 の早期達成を促進するであろう。②健康的
で持続可能なフードシステムの構築は，プラネタリ
ー・バウンダリー（地球の限界）の概念が提唱され，
また，COVID-19 の影響でサプライチェーンの混
乱が指摘されている現在において非常に重要な課題
である25,26）。③脆弱な状況下における栄養不良対
策は，紛争・自然災害だけではなく COVID-19 の
影響下にある現在も含めて捉えるべきである。

上述した，育児時間が大幅に増加した群やうつ傾
向があった群でみられた望ましくない食生活の変化
は，長期的にみると栄養不良に繋がる危険性がある。
従来の食育や栄養指導に加えて，健康の社会的決定
要因に配慮し，ジェンダー不平等を促進しない形で
自然に健康になれる食環境づくりの推進が望まれる。
具体的には，健康的な調理済み食品や保存食の開
発・普及や，モバイルデバイスを活用した食生活の
見える化および不足栄養素の把握とそれに対するリ
コメンドなどである。

2022 年 12 月には国際栄養学会議が日本で開催さ
れる予定である。日本から世界に向けた発信に注目
したい。

V．結　　語

COVID-19 の影響下において，平常時から潜在
的に存在していた社会課題が顕在化し，SDGs で提
唱されている「誰一人取り残さない」ためのターゲ
ットが浮き彫りになった。女性だけに大きな負担が
かかる社会は，若年層女性が描く未来の選択肢を狭
め，結果として社会全体の活力を奪う。これを避け
るため，男女の非対称性を認識し，負担を分かち合う
ことが必要である。そのため本稿では，COVID-19
によりもたらされた社会状況の変化および SDGs2

（栄養）と SDGs5（ジェンダー）に関連する先行研究
を紹介した。2021 年 12 月開催の東京栄養サミット
や，2022 年 12 月開催予定の国際栄養学会議9）が日
本で行われる。栄養を中心に据えた国際的な動きと，
日本から世界に向けて発信される内容に意識を向け
ることは非常に重要である。
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付録 1．SDGsの目標 2とターゲット
SDGs の目標 2： 飢餓を終わらせ，食料安全保障及び栄養改善を実現し，持続可能な農業を促進する

2.1 2030 年までに，飢餓を撲滅し，すべての人々，特に貧困層及び幼児を含む脆弱な立場にある人々が一年
中安全かつ栄養のある食料を十分得られるようにする。

2.2
5 歳未満の子どもの発育阻害や消耗性疾患について国際的に合意されたターゲットを 2025 年までに達成
するなど，2030 年までにあらゆる形態の栄養不良を解消し，若年女子，妊婦・授乳婦及び高齢者の栄養
ニーズへの対処を行う。

2.3
2030 年までに，土地，その他の生産資源や，投入財，知識，金融サービス，市場及び高付加価値化や非
農業雇用の機会への確実かつ平等なアクセスの確保などを通じて，女性，先住民，家族農家，牧畜民及び
漁業者をはじめとする小規模食料生産者の農業生産性及び所得を倍増させる。

2.4
2030 年までに，生産性を向上させ，生産量を増やし，生態系を維持し，気候変動や極端な気象現象，干
ばつ，洪水及びその他の災害に対する適応能力を向上させ，漸進的に土地と土壌の質を改善させるような，
持続可能な食料生産システムを確保し，強靭（レジリエント）な農業を実践する。

2.5

2020 年までに，国，地域及び 国際レベルで適正に管理及び多様化された種子・植物バンクなども通じて，
種子，栽培植物，飼育・家畜化された動物及びこれらの近縁野生種の遺伝的多様性を維持し，国際的合意
に基づき，遺伝資源及びこれに関連する伝統的な知識へのアクセス及びその利用から生じる利益の公正か
つ衡平な配分を促進する。

2.a
開発途上国，特に後発開発途上国における農業生産能力向上のために，国際協力の強化などを通じて，農
村インフラ，農業研究・普及サービス，技術開発及び植物・家畜のジーン・ バンクへの投資の拡大を図
る。

2.b ドーハ開発ラウンドの決議に従い，すべての 形態の農産物輸出補助金及び同等の効果を持つすべての輸
出措置の並行的撤廃などを通じて，世界の農産物市場における貿易制限や歪みを是正及び防止する。

2.c 食料価格の極端な変動に歯止めをかけるため，食料市場及びデリバティブ市場の適正な機能を確保するた
めの措置を講じ，食料備蓄などの市場情報への適時のアクセスを容易にする。

※公益財団法人 地球環境戦略研究機関（IGES）作成による仮訳をベースに編集

付録 2．SDGsの目標 5とターゲット
SDGs の目標 5： ジェンダー平等を達成し，すべての女性及び女児のエンパワーメントを行う

5.1 あらゆる場所におけるすべての女性及び女児に対するあらゆる形態の差別を撤廃する。

5.2 人身売買や性的，その他の種類の搾取など，すべての女性及び女児に対する，公共・私的空間におけるあ
らゆる形態の暴力を排除する。

5.3 未成年者の結婚，早期結婚，強制結婚及び女性器切除など，あらゆる有害な慣行を撤廃する。

5.4 公共のサービス，インフラ及び社会保障政策の提供，ならびに各国の状況に応じた世帯・家族内における
責任分担を通じて，無報酬の育児・介護や家事労働を認識・評価する。

5.5 政治，経済，公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において，完全かつ効果的な女性の参画及び平等な
リーダーシップの機会を確保する。

5.6 国際人口・開発会議（ICPD）の行動計画及び北京行動綱領，ならびにこれらの検証会議の成果文書に従
い，性と生殖に関する健康及び権利への普遍的アクセスを確保する。

5.a 女性に対し，経済的資源に対する同等の権利，ならびに各国法に従い，オーナーシップ及び土地その他の
財産，金融サービス，相続財産，天然資源に対するアクセスを与えるための改革に着手する。

5.b 女性のエンパワーメント促進のため，ICT をはじめとする実現技術の活用を強化する。

5.c ジェンダー平等の促進，ならびにすべての女性及び女子のあらゆるレベルでのエンパワーメントのための
適正な政策及び拘束力のある法規を導入・強化する。

※公益財団法人 地球環境戦略研究機関（IGES）作成による仮訳をベースに編集

 （ますの　かなこ　　管理栄養学科） 　　　　　　　　　　　　　

 （こんどう　てつお　　国連開発計画（UNDP）駐日代表事務所）


